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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、(1)看護師の真の離職理由、(2)離職と心理社会的要因や個人要因との因
果関係、離職意向や就業継続意向と実際の離職行動との因果関係を、地域経済特性を考慮し、明らかにすることである
。質的調査より離職者の真の離職理由について、看護管理者および看護職教育担当者と離職者自身との認識に相違があ
ることが明らかとなった。2013、2014年に実施した量的調査より、組織での就業継続意向および職業継続意向には職務
満足感や職業コミットメント、精神健康が影響することが示された。組織での就業継続意向に対してのみ都市の規模が
影響する可能性が示されたが、地域経済特性も加味した包括的な解析は今後実施する。

研究成果の概要（英文）： This study aimed to examine why nurses left their jobs and the relationship 
among intention to leave or remain, psychosocial factors, individual attributes, and actual turnover in 
the light of regional economy.
 We conducted semi-structured interview toward nurses who had experiences turnover, nurse executives and 
educators in charge of new graduate nurses. According to the interview, nurse executives and educators in 
charge of new graduate nurses have different recognition of true reason why nurses decided turnover. 
Then, survey questionnaires were distributed to nurses at 6 hospitals in 2013 and 1033 were returned 
(response rate: 44.1%). We then mailed survey questionnaires to 1033 nurses in 2014. The result showed 
that job satisfaction, occupational commitment and mental health were significant predictors of nurses’ 
intention to leave the workplace and the profession. Only nurses’ intention to leave the workplace 
significantly associated with large-scale city.

研究分野： 健康社会学

キーワード： 看護職　離職意向　就業継続意向　離職
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）	 

１．研究開始当初の背景 
(1)看護師の人材不足と離職率の高さ	 

わが国での看護師の高い離職率による医

療労働市場への打撃は大きい。「2010 年看護

職員需給状況調査」によると、病院に勤務す

る常勤の看護師等の離職率は 11.2％と報告

されており（日本看護協会,	 2011)、「第七次

看護職員需給見通し」によると、退職等によ

る減少数は約 14 万～15 万人、平成 23 年の看

護職員の不足は 5万 6千人と推計されている。	 

近年の高齢化、医療の高度化に加え、入院

日数の短縮化、患者からのニーズの多様化等

により、日本社会における看護師需要は増加

している。こうした背景のもとで看護師が慢

性的に不足することは、看護ケアの質の低下、

ひいては医療の質の低下を招く恐れがある

ため、離職予防、人材確保に向けた施策構築

は喫緊の課題である。	 

	 

(2)看護師の離職意向には何が影響するのか	 

	 看護師の離職意向には職業性ストレスや

組織/職業コミットメント、職務満足度など

の心理社会的労働環境要因・個人要因が大き

く影響することが国内外の多くの実証研究

により示されている。また、賃金、待遇等の

経済的要因も看護師の離職意向に関連する

ことが推測されている。	 

	 一般的に労働力移動を扱う研究では、労働

者の離職意向には賃金や待遇による影響が

大きく、これらを考慮することは不可欠であ

る。海外の先行研究では看護師の離職意向や

定着率には、相対賃金や期待賃金と実際の賃

金との乖離が有意に影響することが示され

ている（Ahlburg, 1996）。しかしながら、日
本国内の看護師の離職意向について経済的

要因も含めて検討した研究は極めて少ない。	 

	 日本の看護師の賃金カーブは緩やかであ

り、他の医療職に比して賃金の上昇率が低い

という実態が明らかとなっており（人事院,	 

2010)、賃金に対する不満が職務満足度を低

め、離職意向を高める可能性が示唆されてい

る。国内の多くの病院・医療機関において、

看護師のキャリアアップ支援やスキルアッ

プを目的とした教育・研修の機会が設けられ

ているが、キャリアの蓄積や、知識・技術力

の向上が賃金に反映されることは稀なため、

看護師の離職意向が高まるとさえ言われて

いる。従って看護師の離職意向を扱う上でも、

経済学的視点を持ち合わせ、賃金、待遇等を

考慮することは極めて重要である。	 

	 

(3)賃金や待遇の地域性による離職への影響	 

	 看護師の賃金や待遇を考慮する際、地域性

への着眼も不可欠となる。看護師の賃金や待

遇の地域間格差は予てより指摘されており、

看護師の地域間移動および地域偏在化を招

く要因と推測されている（高橋,	 2008）。だ

が、看護師の離職率と賃金や待遇等における

地域間格差との関連性は報告されている（岡

戸ら,	 2008）ものの、経済的要因の地域性ま

で考慮し検討した研究は見られず、看護師の

離職と地域における賃金や待遇の水準との

関連は仮説的に提示されるに留まっている。

よって、看護師の離職意向を決定付ける経済

的要因の検討にあたっては、地域性にも目を

向ける必要があると考えられる。	 

 
２．研究の目的 
(1)看護師の離職や就業継続と心理社会的要

因や個人要因との因果関係について、縦断デ

ザインを用いて明らかにする。	 

(2)縦断デザインにより、離職意向や就業継

続意向と実際の離職行動との因果関係を検

討する。	 

(3)離職した理由について記述的に明らかに

する。	 

	 なお、(1)(2)については地域経済特性によ

る違いも含めた検討を行うため、病院が存在

する市町村の規模ならびに病院特性を考慮

して調査対象とする病院を選定することと

した。	 

	 

３．研究の方法 
(1)先行研究のサーベイ	 

	 平成 24 年度に質的調査、量的調査の実施

に先立ち、看護師の離職や就業継続に関連す

る心理社会的労働環境要因や社会経済的要

因を検討している国内外の先行研究のサー

ベイを行った。	 

	 

(2)質的調査	 

①対象：事前に調査協力の承諾が得られた看

護管理職者 2名、看護師教育担当者１名、離

職経験者 2名の計５名を対象とした。	 

②方法：１時間程度の半構造化面接調査を実

施した。調査期間は平成 25 年 10 月〜11 月で

あった。	 

③調査内容：看護管理職者、看護師教育担当

者を対象とした面接調査では、ⅰ職員の離職

についての考え、ⅱ職員の離職に伴い生じる

病院への影響、ⅲ離職予防についての考えや

実際に行っている対応策、ⅳ他院からの離職

者の受け入れについての考え、等を尋ねた。

離職経験者に対しては、ⅰ離職した理由、ⅱ



離職を選択した経緯、ⅲ転職先を決定した理

由、ⅳ看護という仕事に対する考え、ⅴ今後

のキャリア設計について、等を尋ねた。	 

	 対象者に承諾を得た上で面接調査内容は

録音し、逐語録を作成後、内容分析の手法を

用いて分析を行った。本研究目的に沿った発

言を抽出し、コード化を行い、類似するコー

ドを統合し、カテゴリーを作成した。	 

	 本調査は東北大学大学院医学系研究科倫

理委員会での承認を得て実施した。	 

	 

(3)量的調査	 

①対象：関東地方、東北地方にある病院のう

ち、300 床以上であり、7 対 1 看護体制を実

施し、一般病床を有する病院で調査協力同意

が得られた 6 病院に勤務する看護職者 2344

名を本調査の対象とした。	 

②方法：平成 25 年 10 月（ベースライン調査）、

平成 27 年 2 月（追跡調査）に自記式質問紙

による縦断調査を実施した。調査目的に沿っ

て対象病院を選定した後、各病院の看護部長

に対し、文書にて本調査への協力を依頼し、

協力同意が得られた病院に対して文書およ

び口頭にて調査研究の詳細を説明した。最終

的に調査協力同意の得られた 6病院に勤務す

る看護職者を対象に調査を実施した。ベース

ライン調査では看護部を経由して調査票を

配票し、郵送にて回収した。縦断調査への協

力意思のある者に対しては同意書に氏名お

よび連絡先の記載を求め、郵送にて回収した。	 

	 縦断調査への同意書の記載と返送があっ

た看護職者 1033 名を対象に平成 27 年 2 月に

第 1 回追跡調査を実施した。調査票は同意書

に記載された住所へ郵送し、郵送にて回収し

た。	 

	 本調査は東北大学大学院医学系研究科倫

理委員会での承認を得て実施した。	 

③調査内容：ベースライン調査では、基本属

性および就業特性（性別、年齢、婚姻、子ど

もの有無、介護役割の有無、学歴、看護職経

験年数、職位、雇用形態、奨学金貸与の有無、

世帯収入に対する自己収入率、超過勤務時

間）、職業コミットメント（Meyer	 et	 al.,	 

1993）、職務満足感（田中,1999）、主観的健

康、精神健康（Yamazaki,	 2005）、疲労蓄積

度（山崎ら,	 1992）、両立支援的組織文化（竹

内ら,	 2012）、組織での就業継続意向、看護

職としての職業継続意向を尋ねた。追跡調査

では、基本属性および就業特性（性別、年齢、

職位、雇用形態、世帯収入に対する自己収入

率、超過勤務時間、世帯構成の変化）、職務

満足感（田中,1999）、主観的健康、精神健康

（Yamazaki,2005）、疲労蓄積度（山崎ら,	 

1992）、就業状況の変化、現在の就業状況ま

たは就業状況の変化についての考えを尋ね

た。就業状況の変化、現在の就業状況または

就業状況の変化についての考えについての

質問項目は、平成 25 年に実施した面接調査

で得られたデータに基づき考案した。	 

	 

４．研究成果	 

(1)先行研究のサーベイ	 

	 先行研究で明らかにされている知見は以

下の通りに纏められた。①職場の組織風土、

職場の人間関係、職場でのソーシャルサポー

トが離職の規定要因と示されている。②組織

や職業に対するコミットメントの程度や職

務に対する満足度が離職に関連する。③組織

コミットメントに関わる要因の一つに、組織

がどれだけ仕事と家庭生活の両立を尊重し

ているかということが挙げられる。④賃金の

上昇は離職を抑制せず、職場の組織風土が離

職に影響することが示されている。だが、サ

ンプルの家計状況や地域の経済状況によっ

てはこの限りではない。⑤米国では経済不況

に伴い、離職率が減少した。その要因に看護

師の賃金の高さ、看護職が安定した職業であ

ること、配偶者の失業が認められた。	 

	 

(2)質的調査	 

	 離職経験者を対象とした面接調査では離

職に至った理由として、「日々の業務に追わ

れて丁寧なケアができない」」、「勉強する時

間が取れず、求められるレベルに対応できて

いないジレンマ」、「新人指導の負担」、「互い

を助け合う組織風土が整っていない」などが

挙げられたものの、実際に管理職に離職を切

り出す際は「結婚に伴う転居」、「出産・育児」

を理由としていることが明らかとなった。	 

	 一方、看護管理職者、看護師教育担当者か

らは職員の離職について、「看護職を継続で

きるかは個々の資質にもよる」、「ストレス耐

性の程度による影響が大きい」、「女性が大半

を占めるため出産や介護など家庭の事情が

多い」、「組織文化への適応の可否」などから

一定の割合で辞める職員が存在するのはや

むを得ないことと捉えていた。また、「出産・

育児」や「結婚」を理由に辞める若手看護職

員の中には、本音は言わないまでも隠された

理由を持っている者も少なくないのではな

いかという印象を持っていた。職員の定着を

促進する、あるいは看護職を惹きつけるため

の職場づくりとして「教育体制の強化」、「定

期的、継続的な面談の実施」、「カウンセリン



グ制度の導入」、「看護の専門性を尊重する」

などの対策を講じていることが明らかとな

った。また、離職者の発生に伴う職員の補充

や他院の離職者を採用することに対しては、

病院の看護職員強化に繋がるメリットと同

時に、新たな人材育成のために教育コストが

かかること、これまで働いていた病院との組

織風土やケアの方針、手法の相違が受け入れ

られないためにすぐに辞めてしまう者もい

るという中途採用ならではの問題も抱えて

いることが明らかとなった。	 

	 以上より、出産・育児や結婚、介護は表立

った理由であるという認識は離職者でも管

理者や教育担当者においても共通している

ことが示された。だが離職に関わる真の理由

として離職者は組織特性に関する問題を、管

理者や教育担当者側では個人の特性に関す

る問題を挙げていたことから、双方の認識の

相違が浮き彫りとなった。	 

	 	 

(3)量的調査	 

①ベースライン調査時点での就業継続意向

の関連要因	 

	 ベースライン調査で回収された調査票お

よび同意書は 1033 票(回収率 44.1%)であり、

関東地方 377 名(36.5％)、東北地方 656 名

(63.5%)だった。関東地方の回答者内訳は女

性 356 名(96.0%)、男性 15 名(4.0%)、平均年

齢33.44±9.15歳、看護職経験平均年数10.76

±8.63 年であり、東北地方の回答者内訳は女

性 613 名(95.2%)、男性 31 名(4.8%)、平均年

齢 38.73±10.44 歳、看護職経験平均年数

16.91±10.69 年であった。ベースライン調査

時に現在での組織での就業継続意向ありと

回答した者は関東地方では 182 名(51.3%)、

東北地方では 382 名(62.3%)であり、看護職

としての職業継続意向ありと回答した者は

関東地方では 373 名(76.7%)、東北地方では

456 名(74.4%)であった。	 

	 表 1 に組織での就業継続意向の関連要因、

表 2に職業継続意向の関連要因についての解

析結果を示す。組織での就業継続意向、職業

継続意向ともに職務満足感、職業コミットメ

ント、精神健康が影響することが示された。	 

	 

②追跡調査時の就業継続意向の関連要因	 

	 追跡調査で回収された調査票は 645 通（回

収率 62.4%）であり、現在データ入力実施中

である。本報告書では第 1回追跡調査につい

ては、データ入力が終了した 370 票について

のみ結果を報告する。前回調査から就業組織

あるいは職業が変わった者は関東地方では	 
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9.2%、東北地方では 10.0%であった。	 

	 表 3に追跡調査時における組織での就業継

続意向の関連要因、表 4に追跡調査時におけ	 

る職業継続意向の関連要因についての解析

結果を示す。組織での就業継続意向には、職

務満足感および精神健康の変化率、ベースラ

イン時の組織での就業継続意向が強く影響

している一方で、職業継続意向にはベースラ

イン時の情緒的職業コミットメント、および

職業継続意向が強く影響していることが明

らかとなった。	 

	 なお、離職意向、就業継続意向と実際の離

職行動や就業継続行動との因果関係の検証

は今後予定している分析に委ねられる。	 

	 

(4)本課題の成果	 

	 従来看護職が離職する主たる理由として

挙げられてきた「結婚」、「出産・育児」は離

職する職員も看護管理者・看護職教育担当者

も表向きの理由であることが多いという共

通認識を有していることが示されたが、真の

離職理由については双方の認識に相違があ

ることが明らかとなった。それぞれの認識の

相違は、有効な離職予防策の策定や職員の定

着促進に効果的な組織づくりの妨げとなり

かねない。双方が互いの思いを忌憚なく話し

合えるような環境構築が望まれる。	 

	 量的調査の結果から、組織での就業継続意

向および職業継続意向には職務満足感や職

業コミットメント、精神健康という個人の特

性が影響することが明らかとなったが、こう

した心理社会的要因は職場からの影響を強

く受けるものとされている。よって、看護職

員個々が健康を損なうことなく、職務に対し

て満足感を得ながら職業に前向きに取組む

ことができるような職場づくりと支援体制

の強化が求められる。なお、本報告では地域

経済特性として都市規模を独立変数に投入

したが、ベースライン時の組織での就業継続

意向にのみ影響するに留まった。今後はより

多角的に地域経済特性に関わる変数を捉え、

解析を実施していく。	 
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